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栃
木
、
埼
玉
県
庁
で
教
員
の
多
忙
感

解
消
に
向
け
た
取
組
み
、
都
庁
で
土
曜

授
業
等
の
調
査
を
１
月
に
行
っ
た
。
土

曜
授
業
は
、
保
護
者
や
地
域
住
民
等
に

開
か
れ
た
学
校
づ
く
り
を
進
め
る
観
点

で
行
わ
れ
て
お
り
、
都
内
小
学
校
で
土

曜
授
業
を
視
察
し
た
が
、
保
護
者
か
ら

の
評
価
も
高
い
と
の
こ
と
で
あ
っ
た
。

　

１
月
、
常
任
委
員
会
に
県
民
参
画
基

本
条
例
の
詳
細
な
骨
子
案
が
示
さ
れ

た
。
各
委
員
か
ら
発
議
要
件
、
公
平
で

客
観
的
な
情
報
提
供
の
仕
組
み
、
成
立

要
件
等
に
つ
い
て
、
意
見
が
出
さ
れ
、

執
行
部
と
活
発

な
議
論
を
行
っ

た
。

　

２
月
定
例
会

に
本
委
員
会
で

出
さ
れ
た
意
見

等
を
踏
ま
え
た

条
例
案
が
提
案

さ
れ
、
本
委
員

会
で
慎
重
に
審

査
を
行
っ
た
結

　

委
員
会
所
管
の
15
議
案
、請
願
１
件
、

陳
情
２
件
及
び
継
続
審
査
の
陳
情
６
件

に
つ
い
て
、
慎
重
審
議
し
、
予
算
関
係

４
件
、
条
例
関
係
10
件
は
、
原
案
通
り

可
決
し
た
。

　

条
例
議
案
の
内
「
修
学
資
金
貸
付
け

制
度
に
係
る
債
務
免
除
条
例
一
部
改

正
」
の
条
例
案
は
、
修
正
の
上
可
決
し

た
。
こ
の
条
例
は
、
県
立
保
育
専
門
学

院
廃
止
に
当
り
、
受
け
皿
と
し
て
鳥
取

短
期
大
学
の
増
員
が
予
定
さ
れ
て
お

り
、
学
生
の
修
学
資
金
負
担
増
が
心
配

さ
れ
る
と
こ
ろ
か
ら
、
貸
付
に
当
っ
て

は
、
資
格
活
用
の
上
就
労
す
る
者
に
対

し
て
返
還
を
免
除
す
る
も
の
。
子
育
て

分
野
は
多
岐
に
亘
り
、
就
労
先
に
よ
り

免
除
さ
れ
な
い
可
能
性
も
あ
り
、「
知

事
が
認
め
る
施
設
」
の
一
項
を
加
え
、

修
正
の
上
、
可
決
し
た
。

　

中
国
電
力
と
の
安
全
協
定
は
、
機
会

毎
に
見
直
し
を
す
る
条
件
で
締
結
さ
れ

た
。
国
の
Ｕ
Ｐ
Ｚ
変
更
に
伴
っ
て
、
協

定
内
容
は
変
更
さ
れ
な
い
も
の
の
、
立

地
県
並
の
運
用
と
の
文
書
が
示
さ
れ

た
。
委
員
会
で
は
、
一
歩
前
進
し
た
と

評
価
す
る
委
員
が
多
か
っ
た
。

　

こ
の
１
年
、
社
会
福
祉
法
人
の
不
適

正
事
案
や
地
下
水
保
全
条
例
な
ど
、
多

く
の
課
題
に
取
り
組
ん
だ
。
い
ず
れ
も

今
後
進
化
さ
せ
ね
ば
な
ら
な
い
課
題
を

　

提
案
さ
れ
た
14
議
案
に
つ
い
て
、
慎

重
に
審
議
を
行
っ
た
。

　

特
に
平
成
25
年
度
一
般
会
計
当
初
予

算
で
は
中
山
間
地
域
施
策
、
文
化
振
興

施
策
、
ま
ん
が
関
連
事
業
な
ど
を
重
点

的
に
調
査
、
審
議
し
、
そ
の
結
果
、
全

て
の
議
案
を
原
案
ど
お
り
可
決
し
た
。

1月24日　栃木県庁　調査

委
員
会
活
動

県議会を傍聴しませんか

果
、
都
道
府
県
で
は
初
め
て
と
な
る
常

設
型
の
住
民
投
票
制
度
を
盛
り
込
ん
だ

本
条
例
を
可
決
し
た
。

残
し
て
い
る
が
、
一
定
の
方
向
性
を
示

せ
た
と
本
会
議
に
報
告
し
た
。

　県議会の審議は公開されており、
どなたでも本会議、委員会などの会
議を傍聴できます。暮らしに直結す
る審議が、どのように進められてい
るのか、直接見てみませんか。議会
日程をご確認のうえ、県議会におい
でください。
　６月定例会の日程は下記の通りで
す。
本会議（議案の提案） ６月６日
常任委員会 ７日
本会議（代表質問） 10日
本会議（一般質問・質疑）
 12日・13日・17日・18日・20日・21日
常任委員会 25日
特別委員会 26日
本会議（議案の採決） 27日
※日程は変更の可能性があります。
※託児サービスもあります。ご希望
の方は５日前までに議会事務局へお
申し込みください。
 

　本会議、常任委員会、特別委員
会、全員協議会はインターネット

（http://www.pref.tottori.lg.jp/
gikai/）で生中継と録画中継してい
ます。本会議はケーブルテレビでも
放送しています。ぜひご覧ください。
※ご不明な点はお気軽に県議会事務
局総務課（☎0857－26－7460）へ
お問い合わせください。

県議会のホームページで議会の様子がご覧になれます。　　鳥取県議会ホームページ　http://www.pref.tottori . lg. jp/gikai/

　

鳥
取
県
議
会
に
は
４
つ
の
常
任
委
員

会
が
あ
り
、
定
例
会
中
の
付
託
案
件
の

審
議
に
加
え
、
閉
会
中
も
継
続
審
査
や

県
内
外
調
査
、
勉
強
会
な
ど
の
活
動
を

し
て
い
ま
す
。
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こ
の
一
年
、

国
際
ま
ん
が
博

や
国
際
マ
ン
ガ

サ
ミ
ッ
ト
関
連

と
し
て
、
山
陰

コ
ン
テ
ン
ツ
ビ

ジ
ネ
ス
パ
ー
ク

協
議
会
や
京
都

国
際
マ
ン
ガ

ミ
ュ
ー
ジ
ア
ム

を
訪
問
。
観
光
列
車
に
よ
る
地
域
振
興

の
取
組
み
に
つ
い
て
Ｊ
Ｒ
九
州
に
視
察

調
査
を
行
っ
た
。
ま
た
、
24
年
度
４
月

に
公
立
大
学
と
し
て
ス
タ
ー
ト
し
た
鳥

取
環
境
大
学
を
調
査
し
た
際
に
は
、
学

生
と
の
意
見
交
換
を
行
い
、
学
生
の
生

の
声
を
聴
い
た
。

　

さ
ら
に
、
岡
山
県
議
会
土
木
委
員
会

と
の
合
同
会
議
を
11
月
に
開
催
し
、
中

国
横
断
自
動
車
道
「
姫
路
鳥
取
線
」
や

北
条
湯
原
道
路
等
の
整
備
促
進
に
つ
い

て
協
議
す
る
と
と
も
に
両
県
議
会
に
よ

る
国
土
交
通
省
へ
の
要
望
活
動
を
行
っ

た
。

ネットでもご覧になれます

　

26
億
円
余
を
減
額
す
る
２
月
補
正
予

算
案
、
４
６
２
億
円
余
の
当
初
予
算
案

を
慎
重
に
審
議
し
可
決
し
た
。

　

県
外
調
査
は
長
野
県
東
御
市
の
永
井

農
場
を
訪
問
。
乳
牛
、
稲
作
、
果
樹
、

野
菜
の
有
機
複
合
農
業
を
経
営
し
、
高

付
加
価
値
へ
の
挑
戦
、
直
販
や
若
者
就

農
支
援
に
も
取
組
ま
れ
て
お
り
、
大
変

参
考
に
な
っ
た
。

　

本
県
で
の
ナ
ノ
オ
プ
ト
ニ
ク
ス
・
エ

ナ
ジ
ー
に
関

連
し
国
交
省

の
自
動
車
局

で
超
小
型
モ

ビ
リ
テ
ィ
に

つ
き
意
見
交

換
し
た
。
又
、

北
東
ア
ジ
ア

交
流
に
関
し
、

ロ
シ
ア
Ｎ
Ｉ
Ｓ
研
究
所
を
訪
ね
て
調
査

を
行
っ
た
。

　

県
内
調
査
で
は
八
頭
町
の
田
中
農
場

を
訪
ね
、
堆
肥
等
に
よ
る
独
自
の
土
づ

く
り
、
借
地
で
の
規
模
拡
大
（
約
百
町

歩
）、
企
業
と
の
共
同
開
発
し
た
新
製

品
の
直
販
も
見
聞
し
た
。

　

県
栽
培
漁
業
セ
ン
タ
ー
で
は
海
水
井

戸
を
活
用
し
た
マ
サ
バ
等
の
養
殖
状
況

を
見
学
し
期
待
が
持
て
た
。

　

県
造
林
公
社
の
経
営
改
革
、
土
地
改

良
区
の
不
適
正
経
理
、
Ｔ
Ｐ
Ｐ
参
加
に

よ
る
影
響
な
ど
も
適
宜
、
委
員
会
で
審

議
を
重
ね
た
。

１月18日  ロシアＮＩＳ経済研究所  調査

11月22日　岡山県議会土木委員会との会議


